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市県民税の税率が変わります税　金税　金
所得税と市県民税の税率を変更し、地方の財源を確保しようというものです。

三位一体改革の一環として、国の所得税から地方

の住民税（市県民税）へ３兆円規模の税源移譲が行

われ、市県民税の税率が平成１９年度から左の図①

のように、課
※１

税所得に関係なく一律１０％（市民税

６％、県民税４％）に変更されます。

市県民税の税率の変更により、所得税と市県民税

を合わせた税負担が変わらないよう、平成１９年分

（来年の申告分）から所得税の税率も左の図②のよ

うに見直されました。課税所得が１９５万円以下の

場合１０％から５％に、６９５万円を超え９００万円以

下の場合は２０％から２３％になるなど、従来の４

段階から６段階になりました。

これにより、給料や年金から所得税を天引きされ

ている人は、１月分からその税額が減り、６月分か

ら市県民税が増えることになります。しかし、所得

税と市県民税とを合わせた個人

の税
※２

負担割合は、極力変わらな

いようになっています。

詳しくは、今月号といっしょ

に配布される総務省作成のリー

フレット「所得税と住民税が変

わるゾウ」をご覧ください。

問い合わせ 税務課市民税係

（1(2８２３４）

遊休農地を利用して貸農園を開設してみませんか農　業農　業
貸農園を開設したい農家や野菜づくりを始めてみたい
人は農林課までご連絡ください。

農業者の高齢化にともない遊休農地が増加し

ています。一方で、団塊世代が定年退職を迎え、

趣味として野菜づくりをしたいというニーズが

増えてきています。

そこで、遊休農地を貸農園として開設してみ

ませんか。これは、行政庁の認可などの手続き

は必要なく、農家の人は次の条件で簡単に開設

することができます。

【条件】

①農家と農園利用者との間で「農園利用契約」

を締結する。契約書の参考例は、農林課窓口

にあります。また、

市ホームページから

ダウンロードするこ

ともできます

②農園利用者は、利用

料金を農家に支払う

③契約期間は１年以内とする

遊休農地を利用して貸農園を開設したい農家

の人、また、趣味として野菜づくりを始めてみ

たい人は、農林課までご連絡ください。

問い合わせ 農林課農林係（1(2８２７３）
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指
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３
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４
月
の
機
構
改
革
に
伴

う
事
務
分
掌
条
例
の
一
部
改
正
で
は
、

経
済
部
と
建
設
部
を
統
合
し
、
５
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４
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す
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さ
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。
ま
た
、
こ
の
一

部
改
正
に
関
係
す
る
３
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０
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０
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セ
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決
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。
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防
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が
施
行
さ
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。

歩
行
者
の
安
全
確
保
や
美
し
い
都
市

景
観
を
守
る
た
め
、
総
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防
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。

こ
の
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よ
り
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年
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月
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広
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放
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取
り
付
け
た
日

か
ら
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れ
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原
動
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付
自
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は
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撤
去
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

撤
去
・
保
管
後
、
原
則
６
か
月
を
経

過
し
て
も
引
き
取
り
手
が
な
い
場
合
は
、

市
で
処
分
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
の
で
、

す
み
や
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に
返
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を
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し
出
て
く
だ
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受
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伴
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去
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れ
る
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原
動
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に
、
放
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に
対
す
る

警
告
札
を
取
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付
け
た
日
か
ら
数
え
て

８
日
目
。
た
だ
し
、
短
期
間
で
の
撤
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が
必
要
と
な
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は
、
告
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を
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い
、

撤
去
し
ま
す
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き
取
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去
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な
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台
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０
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台
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０
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。
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※１　給与や年金などの所得から、社会保険料控除、扶養控除、基
礎控除などの諸控除を差し引いた残りの金額のこと。

※２　平成１９年分所得税、平成１９年度市県民税から定率減税が廃
止されるなど税源移譲以外の税制改正や、個人の収入の増減な
どの影響により、実際の税負担額は変わります。
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市県民 税の 税 率の 変 わ り 方 （ 図 ① ） 
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